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ネットゼロフォーラムしが運営業務委託仕様書 

 

 

1. 業務の目的 

 企業や団体等の多様な主体を対象とした「ネットゼロフォーラムしが（※）」を開催し、CO2

ネットゼロに向けた情報提供、参加者同士の情報交流・連携、具体的取組の促進を行う場と

して運営することにより、CO2ネットゼロ社会の実現に向けた取組の加速化を図る。 

※ 「ネットゼロフォーラムしが」は、令和 4 年度より事業開始。詳細は、県ウェブサイト「ゼ

ロナビしが」の「ネットゼロフォーラムしが」ページ参照。 
また、本ページの「令和 7 年度第 2 回ネットゼロフォーラムしがの開催結果」の「当日の配

布資料」のうち「講演資料（滋賀県からの情報提供）」には、本県における令和 8 年度の企業

の脱炭素化に向けた事業等を紹介しているので参考とすること。 
https://zeronavi.shiga.jp/communication/consortium/ 

 

 

2. 契約期間 

 契約締結日から令和 9 年 3 月 31 日まで 
 
 

3. 委託業務の内容 

(１) ネットゼロフォーラムしが（全体会）の企画および開催 

「ネットゼロフォーラムしが（全体会）」を企画・開催する。なお、内容については、本県

における令和 8 年度の企業の脱炭素化に向けた他の事業も踏まえたものとする。 
 
≪ネットゼロフォーラムしが（全体会）の概要≫ 
目的 企業等への CO2ネットゼロに向けた支援制度や優良事例等の情報提供、参加

者同士の情報交流など 
開催回数 2 回 
参加者 県内の企業、団体、行政機関など（メイン対象は企業） 

 
≪業務内容≫ 

業務内容 補足事項 
参加者の募集・受付、広報  
ネットゼロフォーラムしが（全

体会）の運営 
企画立案、会場の確保（会場費・備品レンタル費の支払い

含む※）、開催準備（資機材の準備、会場設営等）、外部講

師等を依頼する場合にはその手配・調整（報償費等の支払

い含む）、当日の進行・ファシリテーション、配布資料の

印刷、参加者へのアンケート、議事録の作成など 
※ 100 名以上収容可能な会場を確保すること 
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その他、県との打合せ等、ネッ

トゼロフォーラムしが（全体

会）の企画・開催に必要な業務 

 

 

 

(２) 「企業の脱炭素経営支援チーム」の運営 

「ネットゼロフォーラムしが」の中に、県内中小企業の脱炭素化・脱炭素経営を促進させ

るための「企業の脱炭素経営支援チーム（仮称）」を設け、次の活動を企画・実施する。 
なお、令和 7 年度は同様の活動を次のとおり実施したので参考とすること。 

 
≪企業の脱炭素経営支援チームの概要≫ 
参加機関 県内経済団体、県内金融機関、滋賀県産業支援プラザ、滋賀県 

（令和 7 年度の参加機関の他、あらためて参加する機関を募集する） 

目指す状態 県内中小企業に次のように認識してもらえる状態を目指す 
 今、脱炭素化・脱炭素経営に取り組まなければいけない 
 これなら脱炭素化・脱炭素経営に取り組める 

活動内容 (１) 参加機関同士での情報共有・連携の場（年 3 回程度） 

効果的・効率的な県内中小企業の脱炭素経営支援を目的として、本県に

おける企業の脱炭素化に向けた他の事業やそこで得られた情報等の共有、

各参加機関の事業やそこで得られた情報等の共有、参加機関同士での役割

補完、目指す状態にするためのアイデア出し等を行う場を設ける。 
 

(２) 支援メニューマップの作成 

県内経済団体、県内金融機関、滋賀県産業支援プラザ、滋賀県等による、

県内中小企業の脱炭素経営への適切な支援の実施を目的として、各参加機

関にて実施している支援メニューや国等の支援メニューなど、中小企業が

必要とする情報をまとめた「支援メニューマップ」を、令和 8 年 7 月中を

目途に作成し、参加機関と共有するとともに、県ウェブサイト等へ掲載す

る。また、作成後も随時、情報収集を行う。 
 

(３) 中小企業の優良事例の共有 

他の県内中小企業への水平展開を目的として、県内中小企業による脱炭

素化・脱炭素経営の優良事例を収集し、参加機関と共有するとともに、県

ウェブサイト等へ掲載する。 
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≪令和 7 年度の実施結果（参考）≫ 
目的 県内中小企業の脱炭素経営に向けた企業支援機関や金融機関等による支援

体制を構築するため、経済産業省「中小企業に対する支援機関等の GX 支援

体制強化事業」および「ネットゼロフォーラムしが分科会」により、県内企

業支援機関や金融機関等とのネットワーキングを実施。 
参加機関 ＜経済団体＞ 

滋賀県中小企業団体中央会、滋賀県商工会議所連合会、滋賀経済同友会、滋

賀経済産業協会、彦根商工会議所、守山商工会議所、八日市商工会議所、野

洲市商工会 

＜金融機関＞ 
滋賀銀行・しがぎんエナジー、滋賀中央信用金庫、東京海上日動火災保険、

湖東信用金庫、長浜信用金庫 

＜その他＞ 
滋賀県産業支援プラザ、滋賀県 
 
※ 下線は、第 3 回研修会（ワークショップ）に参加され、アクションプラン

策定に向けた意見交換を実施した参加機関。 
活動内容 

 
 

≪業務内容≫ 

業務内容 補足事項 
参加機関の募集・受付 令和 7 年度の参加機関の他、あらためて参加する機関を募集 
活動内容（１）の実施 企画立案、参加者の募集・受付、会場の確保（会場費・備品

レンタル費の支払い含む）、開催準備（資機材の準備、会場

設営等）、外部講師等を依頼する場合にはその手配・調整（報

償費等の支払い含む）、当日の進行・ファシリテーション、

配布資料の印刷、参加者へのアンケート、議事録の作成など 
活動内容（２）の実施  
活動内容（３）の実施 必要に応じて企業等への取材を行う 
参加機関との情報共有  
その他、県との打合せ等、上

記実施に必要な業務 
 



4 
 

 

4. 業務スケジュール（予定） 

 

 
 
5. 納品物 

業務報告書（委託業務の実施結果をとりまとめたもの） 
 
 
6. 留意事項 

 業務の実施にあたり、実施体制および実施スケジュールを県へ報告すること。 
 県と十分な打合せを行い、業務の実施にあたること。 
 仕様にない事項または仕様について生じた疑義については、県および受託者の双方で協

議するものとする。 
 業務の実施にあたり、本県、国、他の自治体、企業・団体等が行う事業の情報を把握し、

必要な連携を行うこと。なお、滋賀県の CO2ネットゼロに向けた取組については、以下

のウェブサイトで紹介している。 
（滋賀県 HP）https://www.pref.shiga.lg.jp/ippan/kankyoshizen/ondanka/ 
（ゼロナビしが）https://zeronavi.shiga.jp/ 


